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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 20 年 11 月 17 日 

担当部・課：公共政策部ガバナンスグループ 行政機能課 

１．案件名 

パプアニューギニア国総合コミュニティ開発プロジェクト 

 

２．協力概要 

（１）  プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本案件は、首都圏セトルメントを対象にして実施したＪＩＣＡ技術協力プロジェクト「首都圏セトルメ

ント地域における総合コミュニティ開発」(2005 年 4 月-2008 年 3 月)の成果を踏まえつつ、パプアニ

ューギニア国（以下、「パ」国）において、総合コミュニティ開発政策(2007-2011)（以下、「ＩＣＤ政

策」）に基づいた持続的コミュニティ開発を推進するために必要な人材・組織・体制が強化されるこ

とを目標とした技術協力を行なう。具体的には、ポートモレスビー首都圏及び東セピック州をモデル

地域とし、ＩＣＤ政策実施に係る関係機関（コミュニティ開発省、首都圏庁及び東セピック州政府のコ

ミュ二ティティ開発担当部局）の能力向上、ＩＣＤ政策におけるコミュニティ開発促進の要として郡の

レベルで設置される「コミュニティ学習開発センター」（以下、「ＣＬＤＣ」）フォーカルポイント及びコミ

ュニティの能力向上、ＣＬＤＣを通じたコミュニティ開発事業促進のためのガイドラインの改善、モデ

ル地域での知見・教訓の取りまとめと紹介等を通じて、「パ」国によるＩＣＤ政策の実施を支援する。

 

（２） 協力期間 

2009 年 3 月～2012 年 2 月（3 年間） 

 

（３） 協力総額（日本側） 

約 3 億円 

 

（４） 協力相手先機関 

コミュニティ開発省（ＤＦＣＤ） 及び 首都圏庁（NCDC）、東セピック州政府 

 

（５）  裨益対象者及び規模、等 

直接裨益者は、①DFCD, NCDC, 東セピック州政府の中央、州、郡レベルそれぞれにおいて ICD 

政策実施に関わる行政官(50-60 名程度)、②南ポートモレスビー地区ならびに東セピック州の対象

郡に設置されたＣＬＤＣフォーカルポイント（以下 CLDC Ｆ/P）内の住民(合計 150,000 人程度)。 

 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

「パ」国は豊かな自然資源を有するが、峻険な地形に広く分散する 800 以上の部族を国民として

統合することは独立時から困難を伴い、行政能力の脆弱さ、自給自足経済と貨幣経済の混在、部
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族間抗争等による治安の問題等が指摘されてきた。加えて、近年では、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、人口増加、

都市への人口流入、サービス提供システムの機能不全等が深刻な問題となっている。国連人間開

発指数（HDR2007/2008）は対象 177 ヵ国中 145 位と低く、平均余命（53.9 歳）、乳幼児死亡率

（55/1000 人）、識字率（57.3％）等の指標に示されるとおり、現在も多くの課題が存在している。 

 コミュニティレベルの活動はあまり活発ではなく、外部依存の風潮が蔓延し、自助努力により自ら

の状況の改善を図る行動が妨げられがちな状況が続いている。また、多様な部族から構成される

コミュニティではそれに起因するリーダー間の複雑な関係から、コミュニティ内およびコミュニティ間

双方において衝突が頻繁に起こりがちで、共通の目標に向かってコミュニティとして団結することが

困難な要因となっている。一方、中央政府レベルでのコミュニティ開発の取り組みについては、コミ

ュニティ開発を所管する DFCD はアウトリーチが弱く、さらに 1997 年に施行された州政府と地方政

府に関する Organic Law (基本法)により地方政府の独立性が強まったため、DFCD が地方レベル

におけるコミュニティ開発には直接関与することの少ない状況が続いてきた。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

上記の課題に対し、「パ」政府の中期開発戦略（2005-2010）は、輸出主導型経済成長の促進に

加え、社会インフラの開発や人材育成を通じて一般市民の生活改善を図ることの必要性を掲げて

いる。この文脈において、セクターの枠を超えて草の根レベルで「Learning Communities」の創生を

目指して政府とコミュニティの関係を見直し、コミュニティの発展のための市民と政府のパートナー

シップの強化することが掲げられている。 

ICD 政策は、このような背景の下で｢パ｣国初の国家コミュニティ開発政策として策定されたもの

であり、また「パ」国政府の「復興と開発（Recovery and Development）」に打ち出された三つの国

家目標のうち、「グッド・ガバナンス」および「農村開発、貧困削減、人材育成」の二つの目標に密

接に関連している。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付

け） 

ＪＩＣＡ国別事業実施計画（2006 年改訂）では、対「パ」国支援の基本的な考え方として、人間の

安全保障の観点から、コミュニティのエンパワーメントとともに、政府とコミュニティ組織との連携に

ついて積極的に事業展開の中で取り組んでいくことが明記されている。また、地方から首都圏への

流入により形成されたセトルメントにおいて、雇用機会と行政サービスの恩恵を受けられない若年

層を中心に社会不安が高まり、暴力の温床となる傾向がみられることから、セトルメント問題にも対

応していくこととされている。 

 

 

４．協力の枠組み 

（１）協力の目標（アウトカム）と指標 

上位目標 

   PNG で ICD 政策に基づいたコミュニティ開発が促進される。 
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 【指標】 1.CLDC F/P によってサポートされている CLDC の数が増加する。  

   2. CDLC F/P がプロジェクト対象地域以外の州や郡で設立される。 

 

プロジェクト目標 

ICD 政策に基づいた、持続的コミュニティ開発を推進するために必要な人材、組織、体制が強化される。 

 【指標】  

1.国、州、郡それぞれの開発計画にＩＣＤ政策が位置づけられる。 

  2.プロジェクト対象地域において、ＩＣＤ政策実施のために CLDC F/P を通じて動員されるリソース（予 

算、リソースパーソン）が増加する。 

   3.DFCD および NCDC・東セピック州政府のそれぞれのＩＣＤ政策に関わる予算が経常化される。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

１ ICD 政策実施のための組織・仕組みが強化される。 

【指標】 

  国、州、郡、CLDC のそれぞれのレベルにおいて、CLDC F/P を通じた事業の実施管理・モニタリング

のための各種委員会が定期的に開催され、共有される情報が増加する。 

 

【活動】  

1-1 対象地域の合同実施委員会（以下 JIC1）が、州アドバイザリー委員会2、郡アドバイザリー委員会3、マ

ネジメント委員会4などの既存のコミュ二ティ開発の実施・モニタリング体制をレビューする。 

1-2 ＪＩＣが ICD 政策の実施における DFCD,NCDC・州政府の役割を明確化する。 

1-3 DFCD, NCDC, 東セピック州政府が、プロジェクトの実施・モニタリングのための新たな仕組みを検討

する。 

1-4 JIC が、他の省庁、政治的リーダー、NGO, 市民社会組織、民間企業などの潜在的ステークホール

ダーとパートナーシップを構築する。 

1-5 JIC が、CLDC F/P の活動をモニタリングするための計画を、ＮＣＤＣと東セピック州政府への報告シ  

ステムを含む形で策定する。 

                                                  
1 JIC（Joint Implementation Committee）：プロジェクトの通常業務に関する議論、決定、モニターを行なうと共に、本プロジ

ェクトの意思決定機関である合同調整委員会（JCC：Joint Coordination Committee）への報告を行なう。JIC は NCD 及び

東セピック州に設置され、委員長はそれぞれ DFCD のガバナンスと経済部局の第一次官補、及び東セピック州のコミュ二

ティ開発アドバイザー。それぞれ州･NCDC の実施レベルの主要な行政官が参加する。 
2  州アドバイザリー委員会（Provincial Advisory Committee）：州政府内のコミュ二ティ開発事業に関する調整を目的とし

て活動を行なっている既存の委員会。委員長は、州の行政長官。メンバーは、コミュ二ティ開発局担当、州政府内の他部

局、CLDC F／P コーディネーター等。ICD 政策推進のみならず、幅広い様々な議題を協議する。本プロジェクトにおいては、

JIC のみでは決定できない事項もあるため、州政府内の他組織（例えば、農水局、保健局）との調整を州アドバイザリー委

員会を通じて行なう。開催頻度は月に１度程度。 
3 郡アドバイザリー委員会(District Advisory Committee)：委員長は、郡行政長官。郡政府内の調整を担い、ICD 政策推

進のみならず、コミュ二ティ開発に関わる幅広い事項を調整する既存の委員会。構成メンバーは、コミュ二ティ開発オフィ

サー、郡政府内の他組織の主要メンバー。 
4  マネジメント委員会：郡レベル（CLDC F/P）のみに設置され、CLDC F/P Coordinator が中心となり、CLDC F／P の運

営と F/P コーディネーターの活動支援を行なう。構成メンバーは、地区レベル代表、郡担当、各 CLDC 代表、必要に応じて

州政府担当、DFCD 担当が参加する。CLDC F/P の ICDP 推進に特化した組織であり、各 CLDC におけるニーズアセスメ

ント、パイロット活動計画作成、実行支援、活動モニタリングを担当し、報告を JIC に対して行なう。委員会の開催頻度は

週に一度程度で、必要に応じて随時開催する。 
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2  ICD 政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するための DFCD の能力が向上する。 

【指標】  

1.プロジェクト実施地域において、ＤＦＣＤのリエゾン担当官によってモニターされる CLDC 活動の数が増

加する。 

2.DFCD によるモニタリングに基づいたＣＬＤＣ活動の情報が増加する。 

3.DFCD による NCDC 及び州へのガイダンス実績が増加する。 

4.ＤＦＣＤ担当官が ICD 政策の実践方法に関する理解を深める。 

【活動】 

2-1 DFCD がＩＣＤ政策実施の観点から組織の SWOT 分析を行う。 

  2-2 トレーニング・ニーズ分析結果に基づき、DFCD が同省の行政官に対し必要な研修(M&E、PCM、

Conflict Resolution、コミュニティの動員、PRA 等)を実施する。 

  2-3  DFCD が CLDC F/P コーディネーター及び郡レベルのマネジメント委員会のメンバー向けの研修マ

ニュアルを作成する。 

  2-4 JIC が策定した M&E 戦略に基づき、DFCD がパイロット活動の状況をモニタリング・評価する。  

 

3 ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのCLDC F/Pおよびコミュニティ・グループの

能力が向上する。 

【指標】 

1.プロジェクトで開発されたトレーニング・マニュアルを使い DFCD が実施したトレーニングに参加した

F/P コーディネーター、コミュニティ開発官の数が増加する。 

 2.プロジェクト実施地域において、CLDC F/Pによるサポートを受けたCLDCコミュニティ活動の数が増加

する。 

 3.ＣＬＤＣのコミュニティ活動に参加する住民の数が増加する。 

【活動】 

3-1 DFCD, NCDC, 東セピック州政府がマネジメント委員会を立ちあげる。 

3-2. DFCD, NCDC/東セピック州政府および CLDC F/P マネジメント委員会が、州・郡・コミュニティレベル

で CLDC コンセプトの理解促進のための活動を行う。 

3-3. CLDC F/P マネジメント委員会が、DFCD との協議に基づき、CLDC F/P がコミュニティ・グループに

対して提供できるサービスのリストを作成する。 

3-4. CLDC F/P マネジメント委員会が、CLDC F/P の活動を支持してくれる可能性のあるパートナーのリ

スト（コミュニティリソースリスト）を作成する。 

3-5. JIC が選定基準に基づきパイロット活動を選択する。 

3-6. CLDC F/P マネジメント委員会が、JIC の協力を得てパイロット活動地のベースライン調査を行う。 

3-7 CLDC F/P マネジメント委員会が、JIC の協力を得て、コミュニティの CLDC および CLDC F/P に対す

るニーズ調査を実施する。 

3-8 CLDC F/P マネジメント委員会と住民グループが、JIC の協力を得て、パイロット活動計画を作成す

る。 
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3-9 CLDC F/P マネジメント委員会と住民グループがパイロット活動を実施する。 

3-10 CLDC F/P マネジメント委員会と住民グループが、JIC が策定したＭ＆Ｅ計画に基づき、パイロット活

動をモニタリング・評価する。 

  

4 ICD 政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するための NCDC、東セピック州政府の能力が向上す

る。 

  【指標】 

1.CLDC F/P を通じたコミュニティ開発活動のための州と郡の予算が増加する。 

 2.NCDC および州政府による、CLDC F/P への技術的支援の回数が増加する。 

  3.NCDC と東セピック州によるＣＬＤＣ活動にかかる情報が増加する。 

  【活動】 

4-1 NCDC と東セピック州政府が、CLDC F/P の支援ニーズを調査する。  

4-2 NCDC と東セピック州政府が、CLDC F/P に対し、ＮＣＤＣと東セピック州政府への報告システムの改

善等を含めた必要な技術的支援を行う。 

4-3 NCDC と東セピック州政府が、パイロット活動実施に必要なリソースを動員する。 

4-4 トレーニング・ニーズ分析結果に基づき、JIC が NCDC/東セピック州政府の行政官に対し、必要な研

修(M&E、PCM、Conflict Resolution、コミュニティの動員、PRA 等)を実施する。 

4-5 JIC が策定した M&E 計画に基づき、NCDC と東セピック州政府がパイロット活動の状況をモニタリン

グ・評価し、教訓を抽出する。 

  

5 持続的コミュニティ開発を実施するためのガイドラインが改善される。 

【指標】 

ＩＣＤ政策の全国ロールアウト過程で使用される改善ガイドラインの数。 

【活動】  

5-1 JIC が既存のガイドラインやマニュアルを見直し、プロジェクトの活動でそれらが使用された結果を評

価する。 

5-2 JIC が CLDC F/P の活動状況に関する調査を行い、グッド・プラクティス事例を選ぶ。 

5-3 JIC が、プロジェクト活動実施地域において、CLDC F/P による支援の経験に係る教訓を抽出する。 

5-4 JIC が改訂ガイドラインドラフトをプロジェクト実施に当たって使用し、必要に応じて改訂作業を行う。 

5-5 JIC がワークショップを開催し、州・郡レベルの関係者からのフィードバックを得てガイドラインやマニ

ュアルを完成させる。 

  

6 プロジェクトの支援を受けた CLDC F/P の経験が、ICD 政策のロールアウト・プロセスで活用される。 

 【指標】 

 プロジェクトで作成されたガイドライン、パンフレット、ツール・キットなどが、DFCD による他州へのロールア

ウト過程で使用される。 

【活動】 

6-1 JIC が CLDC F/P の業務のためのパンフレットを作成する。 
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6-2 JIC が、プロジェクトが支援した CLDC F/P の成果普及のためのワークショップを開催する。  

 

（３）投入（インプット） 

（日本側） 

 (日本人専門家） 

1．チーフアドバイザー/組織管理･能力強化 

2. PCM/研修計画管理 

3．コミュ二ティ開発･パイロット活動計画  

4．モニタリング･評価システム 

5．業務調整 

6. その他（必要に応じ） 

(機材） 

プロジェクトの実施に必要な機材(例：研修用機材） 

(研修） 

本邦あるいは第三国研修 

 

（「パ」国側） 

1.カウンターパート人員  

2.敷地および施設。事務所施設、事務所スペース。 

3.活動に必要な管理経費〈カウンターパートの宿泊費、出張費等） 

4.その他 

 

（４）外部要因 

①上位目標達成のための外部要因 

･ICD 政策が変更されない。 

 ②成果達成のための外部要因 

   ･地方行政制度に大きな変更がない。 

   ･NCDC および州政府のプロジェクトへのコミットメントが減少しない。 

   ･カウンターパート人員の大量の異動がない。 

   ･プロジェクト対象地域において、人的災害（例 部族抗争）が発生しない。 

   ･国・州・郡のそれぞれのレベルにおいて、CLDC F/P に対する予算配分が現状より下回らない。 

５．評価 5 項目による評価結果 

以下の 5 項目の評価に基づき、全体として本案件の実施は妥当であると結論付けられる。 

 

（１） 妥当性 

本案件は以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

 

｢パ｣国政府の政策との整合性 
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本案件は、「パ」国国家コミュニティ開発政策であるところの ICD 政策の実施を直接支援することを目的

としている。ICD 政策は、｢パ｣国初の国家コミュニティ開発政策であり「パ」国政府の「復興と開発のため

の国家計画」に打ち出された三つの国家目標のうち、「グッド・ガバナンス」および「農村開発、貧困削減、

人材育成」の二つの目標に密接に関連している。また、中期開発計画（MTDS）(2005－2010)の 7 項目の

開発優先項目（支出優先項目）の中では、主として「開発のためのインフォーマル成人教育」、「収入機会

の向上」、などにも関連性がある。本案件は、ICD 政策の実施を支援し、コミュニティ開発省や首都圏庁・

東セピック州の行政官とコミュニティが持続的にコミュニティ開発を推進するための仕組み作りと人材育

成を目的としたものであり、国家政策との整合性が高い。 

 

日本政府の援助政策との整合性 

本プロジェクトは、各レベルの行政の人材・組織の能力強化を行なうキャパシティ・ディベロプメントに焦点

をあてており、これは日本の援助政策の優先分野とも重なる。本プロジェクトは、新たに設置された CLDC 

F/P を通じて、行政のサービス提供能力を高めて行くことを目指すと同時に、トレーニングなどを通じて、コミ

ュニティのエンパワーメントにも寄与する。この点で、プロジェクトは人間の安全保障の概念を取り入れてい

るといえる。 

 

日本の援助経験に基づく比較優位 

本プロジェクトの前身である技術協力プロジェクト「首都圏セトルメント地域における総合コミュニティ開

発」(2005 年 4 月-2008 年 3 月)はＤＦＣＤから高い評価を得、その成果が ICD 政策 2007-2011 の策定にも

活かされた。特に、コミュニティ・ホール建設後、それをコミュニティの学習や参加のために有効に活用した

等、プロジェクトのいくつかの要素が、ICD 政策の施行に先立った政策実施であるとして DFCD の評価を得

ていることは言及に値する。また、前プロジェクトで形成・強化された人材や組織などの社会インフラ、コミュ

ニティ・ホールなどのインフラは本プロジェクトでも活用することができる。さらに、JICA は「パ」国のいくつか

の州に、コミュニティ開発・農村開発などの分野で青年海外協力隊を派遣している。 本案件における活動

の実施を、協力隊がコミュニティ開発局に派遣されている州で行うことになれば、本件と協力隊という協力

形態の相乗効果を期待することもできる。 

 

（２） 有効性 

本案件は以下の理由から有効性が高いと判断される。 

 

本案件は、ICD 政策の実施に必要な、行政の各レベル(中央、州、郡)における人材・組織・制度の強化に

焦点を当てている。そのため、ＩＣＤ政策の推進のための中央（ＤＦＣＤ）、地方（ＮＣＤＣ/東セピック州政府）

の役割明確化と連携が図られ、ＤＦＣＤ、ＮＣＤＣのコミュ二ティ開発部局の能力が向上し、ＣＤＬＣ F/Ｐによ

るコミュ二ティ活動支援能力が向上し、さらにこれらの経緯を踏まえたガイドラインが作成されることにより、

プロジェクト目標は達成されると考えられる。 また本案件のパイロット活動を CLDC F/P コーディネーター

の OJT の機会と位置づけることによって、本案件はその能力向上の有効性をさらに高めることができ、

CLDC F/P を取り巻く支援システムを築くことが期待される。さらに、DFCD は ICD 政策を省内横断体制を敷

いて推進しており、NCDC 及び東セピック州政府も ICD 政策に対する継続的なコミットメントの意思を示して



 8

いる点からも有効性が高いと判断される。しかしながら、本案件のカウンターパートの各機関の人的・組織

的能力にはかなりの格差がある点には充分に留意して取り組む必要がある。 

 

（３） 効率性 

すでに｢パ｣国政府（DFCD）は ICD 政策の全国展開に着手しており、CLDC F/P を全州にロールアウトす

る計画を有しているため、本案件は比較的小規模の投入で大きなインパクトをあたえることができ、効率的

な事業実施となる可能性がある。 

さらに、本案件は、前プロジェクトの教訓やガイドラインを活用し、前プロジェクトに携わったＣ/P のキーパ

ーソンを対象としているため、費用対効果を高めることができる。 

 

（４） インパクト 

本案件のインパクトは以下の通り予測できる。 

 

上位目標の達成の見込み 

DFCD は ICD 政策実施を高い優先分野としており、2011 年までそのための予算措置が取られる予定であ

ることに加え、ICD 政策ロールアウトのための省内で部署横断的な委員会を設立して同政策を推進してい

る。このため、本案件が上位目標を達成する可能性は高いと判断される。 

 

社会・経済的インパクトの予測（政治・制度・社会・文化・経済を含む） 

本案件は、CLDC F/P を｢仲介組織｣として、コミュニティ・グループの自助活動を通じた継続的学習・発展

を誘発していくことで、そのプロジェクト目標の達成により、広く｢パ｣国全土のコミュニティ開発方法に影響を

与えることが期待される。 

 

ネガティブ・インパクトの確認 

現時点では、ネガティブ・インパクトの存在はないと判断されるが、パイロット活動の実施に当たっては、

活動がコミュニティレベルで様々な住民(女性、老人、子供など)にどのような影響を与えているかについて

充分な配慮とモニタリングが必要である。 

 

（５） 自立発展性 

以下の理由から、高い自立発展性が現時点で見込まれるものの、その確保のためにはプロジェクト実施

を通した注意深いモニタリングが必要である。 

 

組織・体制面 

本プロジェクトのカウンターパートとなる各機関の能力および「持続的コミュニティ開発」というビジョンへ

の関与の度合いは様々であるため、プロジェクト実施期間中の継続的モニタリングが肝要である。｢個人｣の

能力を｢組織｣的能力へと変換して行くプロセスは複雑な過程であり、プロジェクトの実施にあたっては、プロ

セスを密にモニタリングしながら、カウンターパート機関の各レベルがｐｕｒｏｊｙｅｋｕｔｏ活動を自らの計画・予

算・人員配置に組み込み自立的に展開するよう仕組み作りに注力することが必要である。前プロジェクトで
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は、研修や OJT を通して、多くの｢パ｣国側プロジェクト関係者が大きく個人的能力を伸ばしたが、これをさら

なる組織能力の向上につなげることが必要である。プロジェクトで整理・強化したコミュニティ開発のための

仕組みや各組織の機能が、NCDC および東セピック州の組織の中に組み込まれるためには、それぞれの

組織のトップ・マネジメントからの継続的な支援を確保することが重要となる。 

 

さらに、｢パ｣国政府全体として、現在機構改革・組織改編の最中にあり、本案件に関係する多くの政府組

織のほとんどが最近組織改編を行ったか、または現在組織改編中である。前 JICA プロジェクトでも、組織

改編やそれに伴う人事異動の影響によるプロジェクト活動の中断を経験したことがある。この経験に基づ

き、本案件では、特定の｢個人｣に頼ることなくプロジェクト活動を実施できるよう、組織的なマネジメント・シ

ステムを確立することが極めて重要である。マネジメント・システムの確立は、将来的にはプロジェクトの持

続性の確保にもつながることが期待される。 

 

財政面 

DFCD は ICD 政策実施に関わる予算措置を 2011 年まで行う予定である。NCD と東セピック州に関して

は、各々の 5 ヶ年計画に基づいて予算確保の過程をモニターして行く必要がある。また、特に CLDC F/P が

業務を行なうためには、州・郡レベルにおける適正な予算が毎年付けられることが特に重要であり、州長

官・郡長官を常に巻き込むことが必要がある。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

CLDC F/P は女性グループ、青年グループ、その他コミュニティ・グループによって組織された CLDC への

支援活動を行う。女性グループ、青年グループは、自助能力を高めるためのマイクロ・クレジットや所得向

上活動、および関連のトレーニングなどを行うパイロット活動の潜在的ターゲットグループである。また、JIC

メンバーとして NCDC や東セピック州政府の女性課担当官が参加する予定である。よってプロジェクトは貧

困・ジェンダーにポジティブな影響を与えるものと考えられる。ただし、F/P コーディネーターによるコミュニテ

ィグループの支援にあたっては、コミュニティの代表者（多くの場合は男性）を窓口とした調整が多くなると想

定されるため、F/P コーディネーターに対してのオリエンテーション等を通じて、特定のグループが排除され

ることのないよう配慮する必要がある。環境に対するネガティブ・インパクトは現時点ではない。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

本表上記 5（1）参照。     

８．今後の評価計画 

• 終了時評価：2011 年 8 月頃 

• 事後評価：2014 年 2 月頃（プロジェクト終了時 2 年後） 
 


